
2030年・日本の姿 ～労働力需給推計の活用による経済・雇用政策のシミュレーション～ 
 

【雇用政策研究会報告書（2012年８月）より抜粋】 

○ 経済成長を達成できないまま、現在の性・年齢階級別の労働力率が変化しないという、政策効果 

  がほとんど出ない場合をシミュレーションすると、2030 年の就業者数が5453 万人と、2010 年の就 

  業者数（6298 万人）と比較して845 万人減となるが、こうした就業者数の減少は、成長に向けた大 

  きな阻害要因となる。このように、全員参加型社会の実現に向けての政策効果が適切に発現せず、 

  労働供給自体が大幅に減少していく場合には、成長産業も適切な労働力・人材が確保できず、内 

  需拡大の期待もできないことから、日本経済がほぼゼロ成長状態に停滞するといった事態となる。 

  （中略） 

 

○ 一方、労働供給面について、全員参加型社会の実現により、女性、若者、高齢者などの労働市場 

  への参加が進むケースのシミュレーションを、適切な経済成長（「日本再生戦略」を踏まえた高成 

  長のこと）が実現することを前提に実施すると、今後、生産年齢人口が大幅に減少していく中では 

  あるが、2030 年の就業者数が6085 万人と、2010 年の就業者数と比べて213 万人減に留まると 

  の結果が出る。これは、「つくる」「そだてる」「つなぐ」雇用政策を推進することによって、第２章で整 

  理した日本の成長を担う産業が効果的に雇用を創出するとともに、成長分野等を中心とした人材 

  育成により産業の高付加価値化が図られ、適切な経済成長を維持するだけの質量両面の労働力 

  が供給されるためである。 
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